
 

    

   セカンドオピニオン 
 

株式会社格付投資情報センター   Copyright(C) 2024 Rating and Investment Information, Inc. All rights reserved. 
 

〒101-0054 東京都千代田区神田錦町三丁目２２番地テラススクエア（お問い合わせ）マーケティング本部 カスタマーサービス部  TEL 03-6273-7471 

セカンドオピニオンは、企業等が環境保全および社会貢献等を目的とする資金調達のために策定するフレームワークについての公的機関または民間団体等が策定する当該資金調達

に関連する原則等との評価時点における適合性に対する R&Iの意見であり、事実の表明ではありません。また、R&Iは、適合以外の事柄につき意見を表明するものではなく、資

金調達の目的となる成果の証明、投資判断や財務に関する助言や、投資の是非等の推奨をするものではありません。R&Iは、セカンドオピニオンに際し関連情報の正確性等につき

独自の検証を行っておらず、これに関し何ら表明も保証もいたしません。R&Iは、セカンドオピニオンに関連して発生する損害等につき、何ら責任を負いません。セカンドオピニ

オンは、原則として発行体から対価を受領して実施したものです。なお、詳細につき本稿末尾をご覧下さい。 
 

1/6 

グリーン共同発行団体 

第 2 回グリーン共同発行市場公募地方債 

2024 年 1 月 31 日 

 

ESG 評価本部 
 

担当アナリスト：石井 雅之 

 

格付投資情報センター（R&I）は、グリーン共同発行団体が発行する第 2 回グリーン共同発行市場公募地
方債（以下、「第 2回グリーン共同債」）が国際資本市場協会（ICMA）の「グリーンボンド原則 2021」、環境
省の「グリーンボンドガイドライン（2022 年版）」に適合していることを確認した。適合性評価にあたって
は、第 2 回グリーン共同債の充当対象事業が 2023 年 8 月に公表されたグリーン共同発行市場公募地方債フ
レームワーク（以下、「フレームワーク」）に基づき選定されていることを確認している。 

 

■第 2 回グリーン共同発行市場公募地方債概要（予定） 

発 行 額 564 億円 

団 体 別 調 達 額 
（億円） 

北海道 84 静岡県 2 熊本県 25 

岩手県 8 愛知県 25 大分県 20 

宮城県 5 京都府 20 鹿児島県 15 

福島県 15 兵庫県 10 
さいたま
市 

10 

茨城県 40 奈良県 5 新潟市 1 

栃木県 20 和歌山県 10 静岡市 9 

埼玉県 5 島根県 5 京都市 60 

千葉県 5 岡山県 10 堺市 2 

新潟県 40 広島県 5 北九州市 5 

福井県 40 佐賀県 10 福岡市 3 

岐阜県 40 長崎県 10   

発 行 日 2024 年 3 月中 

償 還 日 2034 年 3 月中 
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1. グリーン共同発行市場公募地方債の概要 

(1) 共同発行市場公募地方債について 

・ 地方債市場では、2003年 4月より地方財政法（昭和 23年法律第 109号）第 5条の 71に基づいて、地
方公共団体が共同して機関投資家向けの市場公募地方債（以下、「共同発行市場公募地方債」）を発行
している。 

・ 共同発行市場公募地方債は、共同で発行する各団体が、発行総額から自団体の調達額を控除した額と
利子相当額について債務負担行為を設定しており、連帯債務による強固な信用力に基づいて発行され
ている。フレームワークに基づき発行するグリーンボンドも、通常の共同発行市場公募地方債と同様
に、共同で発行する団体が連帯債務を負う方式により発行することとしている。 

・ 発行団体に万一の災害等に伴う不測の事態があっても、遅滞なく元利金償還を行うため、連帯債務と
は別に各団体の減債基金の一部を募集受託銀行に預け入れる形で流動性補完を目的とするファンドを
設置して償還の確実性を高めているほか、発行ロットの大型化による流動性の向上、連帯債務方式で
の発行等で、優れた商品性を実現し、安定的な資金調達を行うことを目的としている。また、共同発
行市場公募地方債は地方債のベンチマーク債として定着し、地方債市場全体の発展に貢献している。 

(2) グリーン共同発行市場公募地方債フレームワークについて 

・ 2023 年 8 月に公表されたフレームワークは、「グリーンボンド原則」及び「グリーンボンドガイドラ
イン」に定める四つの核となる要素（調達資金の使途、プロジェクトの評価と選定のプロセス、調達
資金の管理、レポーティング）に適合する共同発行市場公募地方債（以下、「グリーン共同債」）を発
行することを目的に策定された。 

・ グリーン共同債は、地方債の共同発行の枠組により、複数の地方公共団体がフレームワークに基づき
発行する。 

・ R&Iは別途、フレームワークがグリーンボンド原則、グリーンボンドガイドラインに適合しているこ
とを確認している2。 

 

2. 充当対象事業の評価 

・ R&Iは、次頁以降に示す第 2回グリーン共同債の全ての充当対象事業について、各団体から提出され
た各種資料を確認した。 

・ その上で、各事業がフレームワークに基づき選定されていること、フレームワーク別紙に記載の「適
合性判断要件」に適合していること、「想定されるネガティブな影響と対策」が適切に取られている、
または取られる予定であることを確認した。 

・ その結果、第 2 回グリーン共同債が国際資本市場協会（ICMA）の「グリーンボンド原則 2021」、環
境省の「グリーンボンドガイドライン（2022年版）」に適合していることを確認した。 

 

                                                      
1 地方財政法 

（地方債証券の共同発行） 

第 5条の 7 証券を発行する方法によつて地方債を起こす場合においては、二以上の地方公共団体は、議会の議決を経

て共同して証券を発行することができる。この場合においては、これらの地方公共団体は、連帯して当該地方債の償還

及び利息の支払の責めに任ずるものとする。 
2 2023年 8月 31日付セカンドオピニオン「グリーン共同発行団体 グリーン共同発行市場公募地方債フレームワーク」 

https://www.r-i.co.jp/news_release_gf/2023/08/news_release_gf_20230831_jpn_1.pdf 
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